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8．バリエントス暗殺未遂事件と 1964 年 5月の大統領選挙
　1964年の大統領選挙前のこうした極めて流動的な状況の中で起こったのが，バリエントスの暗
殺未遂事件である。パス大統領は，バリエントスが自らにとって政治的に危険な人物と見なし，駐
英大使としての転出を決めたが，バリエントスは，まさに赴任地イギリスに出発するその日の早朝
に銃撃を受けて負傷した。この暗殺未遂事件直後，近くの病院に搬送されたバリエントスは，右胸
を拳銃で撃たれて危険な状態にあるとして，病院に駆け付けた友人でもある米大使館付き空軍武官
フォックス大佐の要請によって，米軍機でパナマ運河地帯の米軍病院へその日のうちに搬送された。
ボリビア国内では，バリエントスは米軍病院で長時間の手術に耐えたが，胸につけていた米空軍の
銀のバッジがなければ命を落としていたといったうわさが広がり，突然の悲劇を克服した英雄とし
てバリエントスへの国民的共感が急速に高まった。パス大統領はこうしたバリエントスへの国民的
支持の高まりを無視できず，後述するように，暗殺未遂事件から 10日後にはフォルトゥン候補に
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代えてバリエントスを新たに副大統領候補に指名するのである［Dunkerley 1984: 117; Field 2014: 
138―139］。
　この暗殺未遂事件の真相は，依然として不明なところが多く，ダンカレーによれば，完全な解明
はおそらく決してないであろうとされるが，事件当時は，秘密警察「政治統制部（Control 
Político）」を統括し，パスに忠誠を誓い，当時何度かバリエントスとレチンに対する攻撃を試みた
とされるサン・ラモン将軍の仕業との見方が強かった。しかし，バリエントスに関わる当時のボリ
ビア軍関係者や米政府関係者からの丹念な聞き取り調査を行ったフィールドによれば，ロンドンへ
の「左遷」によってボリビアでの政治的足場を失うことを恐れたバリエントス自身による「狂言」
の可能性が強いとされる1）。またダンカレーによれば，バリエントスは，暗殺未遂事件直後にボリ
ビア人医師の診察を受けておらず，米側の診察記録も開示されていないため実際の負傷の程度等は
明らかではないとされ，フィールドの聞き取り調査においてバリエントスによる誇張とは異なって
負傷は軽微なものであったとフォックスは証言している。そして，事件の「真犯人」に関しては，
バリエントスは誰に銃撃されたかを決して明らかにしなかったとフォックスは述べているが，バリ
エントスに極めて近い軍関係者らによれば，暗殺未遂事件はフォックス自身が計画したものとされ，
銃撃自体もバリエントス自身が行ったとの証言もある。こうした証言に関して，米側のヘンダーソ
ン大使やラリー・スターンフィールド CIAボリビア駐在代表は，フィールドの聞き取り調査に対
して，自分自身を銃撃するというのはいかにもバリエントスらしいと証言している［Dunkerley 
1984: 117; Field 2014: 138, 227―228］2）。
　この一連の暗殺未遂事件をめぐる顛末の中で，最も重要な点は，この事件によってバリエントス
がパスの副大統領候補となって政治の表舞台に躍り出て，1964年 11月の自ら主導する軍事クーデ
タに向けての一つの重要な政治的背景を形作ったということである。またこの点と関連して，1964
年 1月のMNR党大会前後のバリエントスの副大統領候補就任をめぐる混乱の中で，軍の若手将校
の中にはクーデタによる政権奪取を強く求め始めた勢力があったという点も重要である。軍の若手
将校らは，当時政治情勢等を話し合うための深夜の秘密集会を持つようになっており，そこではパ
ス政権による「アメリカ化の行き過ぎと過度の対米従属」が批判され，「革命が道を外れている」
といった非難がなされていたのである。1月の党大会以降は，そうした会合にオバンド参謀総長や
バリエントス空軍司令官らの幹部も顔を出すようになる。軍幹部らはこうした会合への出席を通じ
て反政府陰謀を企むというより，若手将校らに広がる現状への強い不満を察知して，彼らの動向を
直接つかもうとしていた。若手将校らは，バリエントスが軍の先頭に立った政治改革を強く望んで
おり，彼が副大統領候補から外れると直ちに決起を促したが，バリエントスは，軍および自らのパ
1）ボリビア政治の通常の文脈では，政治家の主要国への大使としての転出は，常に「左遷」というわけではなく，
バリエントスが着任予定であったロンドンにパスが大統領第 1期を終えた後の 1960年に駐英大使として着任した
ように，重大な職責を終えた政治家への「報い」という場合もある。1961年にパスによってイタリア大使に転出
させられたレチンは明らかに「左遷」であった。
2）バリエントスに関しては，こうした通常では考えられない行動を行うという評価が常に付きまとっていた。そう
した例として，ダンカレーは，空軍での落下傘による降下訓練中にパラシュートが開かず，3名の兵士の死亡事故
が起こると，報告を受けたバリエントスは，直ちに自ら同じ装備を使って落下してみせたというエピソードを紹介
している。またダンカレーによれば，バリエントスの性的放逸ぶりも有名で，それによって軍事・政治指導者とし
ての名声が大きく揺らぐことはなかったが，さすがに同僚の妻に手を出した際には大きな問題となったとされてい
る［Dunkerley 1984: 115］。
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スへの忠誠を強調し，オバンドとともに血気にはやる若手将校らの抑えに回ったのである。フィー
ルドによれば，ヘンダーソン大使，そして国務省はこのような動きやボリビア軍内部の不満の鬱積
を必ずしも十分には把握していなかったとされる［Field 2014: 137―138］。
　こうした中で起こった暗殺未遂事件は，急進派若手将校らを激昂させ，事件後直ちに開かれた空
軍基地での大規模な集会において，彼らはすぐにも反乱を起こしかねない状況であった。集会に出
席したオバンドらの軍幹部は，「軍による報復などといった主張は決して容認できない」と若手将
校らの説得に回ったが，結局，彼らの要求を呑む形で，大統領に軍の要求を伝えるための特別委員
会の設置に応じ，パスに副大統領候補を再考するよう強く求めることになった。この委員会にはオ
バンド参謀総長とルイス・ロドリゲス国防相の他 2名の急進派若手将校が入り，委員長には，委員
会の政治的中立性を示すためにシレス前大統領が就任した3）。そして，3月 4日に委員会メンバーが
直接パスの自宅を訪問すると，パスは直ちにフォルトゥンへの支持を撤回し，バリエントスを副大
統領候補とすることを表明したのであった。そしてバリエントスは，3週間後にボリビアに帰国す
ると国民的英雄として迎えられ，「凱旋」パレードを行ったコチャバンバでは，「バリエントスを大
統領に！」との呼び声も聞かれたのであった［Field 2014: 138―139］。
　1964年 5月 31日の大統領選挙では，レチン指導下の PRIN等の左派とともに，ワルテル・ゲバ
ラ元外相が 1960年の大統領選挙の際にMNRから離脱して結成した右派の PRAN（真正革命党：
Partido Revolucionairo Autentico），更には極右の FSB（ボリビア社会主義ファランヘ党：Falange 
Socialista Boliviana）に至る諸政党にシレスも加わって統一戦線が形成された。そして，選挙が違
法なものであるとしてボイコットし，主要候補がすべて選挙戦から離脱する中で，パスは容易に当
選したが，その政治的基盤は極めて脆弱になっていた4）。バリエントスは，既に選挙戦中から副大
統領候補でありながら反対派の統一戦線と緊密な関係を保ち，パス反対派が結集する一種の「避雷
針」として独自の政治的影響力を持つようになっていた。反パスの動きは，選挙戦終盤には更にエ
スカレートし，シレスがパス大統領は直ちに交代すべきだとして，暫定軍事政権による選挙の実施
を唱え，反パス統一戦線を形成する諸政党の代表によるハンガー・ストライキを始める一方，FSB
はサンタクルス州において小規模なゲリラ闘争を開始している5）。実際にパス政権転覆のためのこ
3）委員会には若手将校からは，オスカル・キローガ空軍大佐やアントニオ・アルグエルダス空軍少佐の 2名が入っ
たが，彼らは反パス・反MNRの「急進派（ultras）」と呼ばれていたグループの代表的存在であった［Field 2014: 
137―139］。
4）現職の副大統領であるレチンは，投票日直前まで大統領候補としてパスと対抗する姿勢を見せていたが，最後に
は選挙のボイコットを唱える右派やシレスらの反パス統一戦線に同調して，5月 23日には PRINによる選挙の棄
権を宣言し，シレスらのハンガー・ストライキに加わった［Field 2014: 145］。リーマンよれば，選挙戦には二つの
小政党の候補が残ったが，選挙の正統性を示すためにMNRによって買収されたためだったとされる［Lehman 
1999: 257］。
5）ブラジルと長い国境で接し，広大なアマゾン流域地帯を抱えるサンタクルス県での FSBによるゲリラ活動は，
大統領選挙直前の 5月末に開始され，県東部の幾つかの小さな村を占拠した後，一部のグループは，ゲリラ・グルー
プの指揮官（Oscar Bello）の反対を押し切って，1964年 7月末に県東部のロブレ市にある陸軍第 5師団の司令部
への攻撃を企てて拘束された。その後，刑務所に移送されたグループは脱出に成功し，逃避行を続けたが，追跡す
る米国援助局治安担当官と CIA要員に率いられたボリビア治安警察部隊との銃撃戦では，米 CIA要員に重傷を負
わせるなど米側の予想を超える戦闘能力を示した。フィールドによれば，こうした右派のゲリラ活動のねらいは，
政府の軍事的対応と弾圧をエスカレートさせることで反政府活動をより活発化させ，最終的にパス政権崩壊に導く
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うした様々な動きは，選挙前から軍部を巻き込む形で活発化していたのである6）。シレスは，こう
した広範な反対の中でパスが再選を果たすと，MNRの分裂は避けられず，パス政権は今や反革命
的で打倒されるべきだとして，バリエントス副大統領に公然と軍事行動を求めるようになる。これ
に対して，パス政権は，シレスおよび数十名の主要な反政府政治指導者の国外追放に踏み切るので
ある［Malloy 1970: 310―311; Dunkerley 1984: 117―118; Field 2014: 136］7）。
　大統領再選によって自らの支持基盤を固め直し，経済成長路線を強力に推し進めようとするパス
の目論みは，ダンカレーによれば，失敗に終わっただけでなく，むしろ左右の反対派を強く結び付
け，1952年の革命を実現した広範なMNR連合は崩壊に向かい始める。そして，パス政権は，政
府の恩恵に浴する一部のMNR特権層，そしてインディオ農民層と軍によって支えられるものと
なっていた。この点で象徴的なのは，バリエントスのイニシアチブによってコチャバンバのインディ
ことであったとされる［Field 2014: 151―157］。
6）米政府の情報では，バリエントスも 5月の選挙直前にパス政権転覆の試みに加担したとされるが，パスは月末の
選挙に向けて軍首脳部の忠誠を改めて確認し，散発的な反政府軍事行動だけでなく，「中下級将校を利用して自ら
の政治的野心を達成するというバリエントスやシレスによる動きも抑えることができると確信している」とホワイ
トハウスに報告されている［Memorandum［以下Memo］from the Executive Secretary of the Department of the 
State［以下DS］(Read) to the President’s Special Assistant for National Security Affairs (Bundy): “The May 31 Elections 
in Bolivia,” May 28, 1964, USDS 2004, http://history.state.gov/historicaldocuments/frus1964-68v31/ch4: last 
accessed: 10/24/2017. またフィールドによれば，バリエントスは，レチンやシレスらと反政府運動をめぐる協議を
続けていたが，5月に入ると自らの政治的基盤であるコチャバンバ市の左右両派の反政府政治指導者らに促され，
MNR政権への強い反対の機運に満ちた地元部隊とともに軍事行動へと動く危険が高まっていた。そうした動きを
事前に察知したオバンド参謀総長とバリエントスが信頼する友人である米大使館のフォックス空軍武官はコチャバ
ンバにバリエントスを訪ねて説得に努め，バリエントスはラバスに戻ることに同意した。パスと会見したバリエン
トスは，レチンやシレスらの陰謀への加担を止めることを約束し，オバンドと共に再びコチャバンバに戻って現地
部隊の鎮静化に努め，5月 17日には数百名のコチャバンバ市民指導者を前に演説し，バリエントス支持の強い声
援を受ける一方，パス反対の怒号が飛ぶ中で自身のパス支持を改めて表明し，選挙戦での協力を訴えた。フィール
ドによれば，バリエントスとコチャバンバ部隊によるクーデタの決行日は大統領選挙投票直前の 20日とされてい
た［Field 2014: 148―149］。
7）こうしたパス政権の「権威主義的」傾向の高まりに対して，米政府内でも「MNR－パス懐疑派」とも言うべき勢
力は既に 1962年の段階から懸念を表明していた。その代表格であるラスク国務長官は，ホワイトハウス内のパス支
持者やステファンスキー大使らによるパスへの全面的なコミットメントに対して批判的であった［Field 2014: 55―
56］。ラスクは，1962年の議会選挙の際にパス政権による大規模な不正が行われたとの報告に対して，「道義的見地」
だけでなく，「実際的見地」からも非共産派の反政府勢力（特にゲバラ元外相率いる PRA等）に対する政府の弾圧
は，彼らを「極左」の側に追いやることになり，そうした弾圧を米政府が容認することで，かかる勢力が将来権力
に就いた際には新政権との関係も難しくすると批判していた［Tel from Rusk to La Paz（以下 LP）, July 10, 1962, 
Bolivia, General, 1/62―7/62,” Box 10, Countries, NSF, JFKL; Tel from Rusk to LP, July 17, 1962, Bolivia, General, 1/62―
7/62, Countries, Box 10, NSF, JFKL］。こうした見方は，1964年のパス政権崩壊に向けての反政府運動の高まりに
照らせば，必ずしも的外れであったとは言えないであろう。パスの強硬策は，左右の政府反対派を強く結びつけて
いったのである。但し，ボリビアが当時置かれていた著しい対米依存の状況もあって，後で検討するように，後継
の軍事政権は反米主義とは程遠いものとなるが，一方で，対米依存一辺倒であったパス政権への反発もあって，
1964年クーデタ以後のボリビアでは対米自立を志向するナショナリズムの底流が顕著に見られるようになる
［Malloy and Gamara 1998: 45―47］。
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オ農民組織と軍部との間で 1964年 4月初めに締結された「軍・農民協約（Pacto Militar 
Campesino）」である。この協約は，もともと選挙戦中にボリビア各地で選挙戦を続けるレチンに
対して，パスがコチャバンバの左派農民層に対するレチンの勢力拡大を阻止するために，現地の農
民層に強い支持を持つバリエントスを派遣したことが背景にあった。同協約は，パスがボリビア革
命の父であり，共産主義がインディオ農民の価値観とは相容れないとする一方で，MNR革命への
脅威に対抗する軍の行動への支持を宣言したのであった。しかし，フィールドによれば，同協約は
多くの国民にとって，パスの軍への依存を如実に示すものとなり，革命自体の「軍事化」を象徴す
るものとなったとされる［Field 2014: 142］8）。
　実際に選挙後のパス政権は，軍の意向を無視して政権運営を行うことが不可能になっていた。副
大統領のバリエントスに加えて与党MNRの事務総長に軍首脳が就任したほか，主要な地方政府の
知事には軍人が就任していた。パス大統領は軍人に囲まれ，軍の意向を無視して重要な政治的判断
を行うことは不可能になっていたのである。1964年夏までにはパス政権は，国内の反対派を抑え
るために不断の警察力の行使を余儀なくされ，100人に上る反政府指導者が国外追放になり，新聞
による批判の高まりに対しても検閲が厳しく行われるようになる［Malloy 1970: 311; Dunkerley 
1984: 118; Field 2014: 139］。
9．パス政権末期の政治状況とジョンソン政権の対応
　こうしたボリビア情勢の混乱に対して，ジョンソン政権はパス政権への支持を再確認し，軍事援
助強化によって応えるが，一方で，キューバ問題をめぐる米国の圧力は，孤立化を深めるパス政権
の足元を掘り崩すことになる。米政府は，既にケネディ政権末期の 1963年 8月に，ホワイトハウ
ス内でロバート・ケネディ（Robert Kennedy）司法長官の下で海外の秘密工作を担当する「特別
グループ（IS）」において，翌年の大統領選挙に備えて左派のレチンの出馬に対抗するためにMNR
に対する極秘の政治資金援助の供与を決定していた9）。その後，ボリビアの国内政治情勢が混迷を
深める中で大統領選挙が行われる直前の 5月 28日に，国務省はバンディ（McGeorge Bundy）国
家安全保障担当補佐官宛の覚書の中で，大統領選挙とその後の政治的見通しについての分析と評価
を示している。覚書は，ボリビアの現下の政治情勢は，ボリビア革命を新たな「建設的発展」の段
階へと進めるとするパスの決断によって，革命開始以来続いてきたMNR内部の緊張の更なる激化
がもたらされた。そして，米国の「圧力」の下で進められた国営鉱山改革によってレチン副大統領，
MNR内レチン派，そしてレチン支持の共産主義者らの支持基盤が掘り崩される中で，与党MNR
内の対立が 1963年に「限界点」に達した結果であると分析している。その結果，レチンはMNR
から追放され，独自候補として大統領選に出馬する一方，パスの副大統領候補バリエントスは反政
府クーデタを画策する状況になっていると，前節で詳述した展開について言及している。更に覚書
は，パス大統領が軍首脳部の忠誠を確認し，反対派の動きを封じることが可能だとして，たとえ大
統領候補を擁するすべての反対政党がボイコットしたとしても予定通り 5月 31日に大統領選挙を
8）「軍・農民協約」に関して，詳しくは［Hylton and Thompson 2007: 83―84」を参照。
9）Editorial Note 147, USDS 2004, http://history.state.gov/historicaldocuments/frus1964-68v31/ch4 : last accessed 
10/24/2017.
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行うと宣言したことに対して，選挙後もパスの政策，特に「進歩のための同盟」をめぐる米国との
緊密な協力への抵抗が続き，政治的不安定が続くと予想している。特にレチン，シレスらの反政府
指導者らは，合憲的な手段での権力への道を閉ざされたため，軍によるクーデタを企み続ける可能
性が強いと見ている。また予想通りに投票日にパスのみが候補者ということになれば，パスが国民
の信託を受けたと主張しても根拠が薄いものとなり，「［従来のMNR］党による独裁とは異なる個
人による独裁」という問題を抱えることになろうとしている。前節でも見たように選挙は実際にそ
の通りの結果となり，その後，パスは国内での反対が強まる中で，選挙での国民からの信託を強調
するが，政権の正統性には暗雲が立ち込めることになる。しかし，その一方で，覚書は，パスが「進
歩のための同盟」下での経済的・社会的発展にコミットしており，国有化鉱山改革をめぐる対立か
ら政府外に出たレチンや共産主義者の鉱山労働者らとの対決は避けがたいが，もしパスが改革の実
行にひるまなければ，米国の援助政策は近い将来に「劇的な成果」を示し始め，政治的不安定をも
たらす力は弱まるかもしれない，と結んでいる10）。国務省の米州局によって起草され，同省の情報
調査局（INR）と米国援助局（USAID）の承認を得たこの覚書からは，ケネディ政権に見られた「進
歩のための同盟」を通じたパスとの協働への期待と支持の姿勢が後退していることは明らかで，パ
スへの突き放した見方も示されている。
　しかし，ジョンソン政権はパス政権の交代を望んでいた訳でも，軍の支配を期待していた訳でも
なかった。こうしたボリビアへの対応は，同時期のブラジルへの対応とは対照的である。既に見た
ようにブラジルのグラール政権は，共産党の合法的活動を許容する点ではパス政権と同様であった
が，外国資本への規制強化と民族主義的改革によって米国の利害を侵害し，何よりも政治の安定で
はなく改革に伴う混乱を放任し，更にそうした混乱を通じて保守的な議会に対抗して大統領として
の権限を拡大しようとする無責任で危険な改革政権と見なされていた。ジョンソン政権は，1964
年に入ってブラジル軍のクーデタに向けた活動が本格化する中で，そうした動きを積極的に後押し
していた11）。
　一方，ボリビアに関しては，大統領選に向けて政治的混乱の深まりとその後の政治的対立の激化
の中で，ボリビア軍首脳は様々な形で軍による政権掌握の可能性に関して米国の感触を探ったが，
米政府の反応は，「マン・ドクトリン」に沿った形でボリビア内政への関与を厳格に避けるという
ものであり，基本的には経済発展と治安維持に関する手腕に期待して政権崩壊の直前までパス大統
領への支持を続けるというものであった。特にこうした傾向はヘンダーソン大使に顕著であり，
1964年 5月初めの大統領選挙前の混乱の中で，ヘンダーソン大使に対して，オバンド参謀総長が，
サルバドール・アジェンデの社会党が選挙戦で優勢なチリにおいて，もし軍部が予防的なクーデタ
に訴えた場合の米側の対応如何と，チリの場合を引き合いに出して探りを入れると，米政府がとや
かく言うことではなく，チリ国民が決めることだと回答していた。また後で検討するように，1964
10）Memo from the Executive Secretary of the DS (Read) to the President’s Special Assistant for National Security 
Af fairs (Bundy): “The May 31 Elections in Bolivia,” May 28, 1964, USDS 2004, http://histor y.state.gov/
historicaldocuments/frus1964-68v31/ch4: last accessed10/24/2017.
11）Memo from Gordon Chase of the National Security Council Staff to the President’s Special Assistant for National 
Security Affairs: “Chiefs of Mission Conference̶Brazil and Chile,” March 19, 1964, USDS 2004, https://history.state.
gov/historicaldocuments/frus1964-68v31/d185 : last accessed 1/12/2018; Telegram（以下 Tel）from the Embassy in 
Brazil to DS, March 28, 1964, USDS 2004, https://history.state.gov/historicaldocuments/frus1964-68v31/d187: last 
accessed 1/12/2018.
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年 10月末にパス政権と反対派との武力衝突が続いて内乱に近い状態になった際に，マン国務次官
補がパスの後継政権として軍部ないし非共産党・非左派の文民政権になる可能性が強いとして，ボ
リビア政治への過剰な介入を避けるためにもパス大統領に過度に依存する従来の政策の見直しを示
唆した際にも，ヘンダーソンは，後継政権の下では共産主義勢力の拡大も含めて一層の政治的不安
定化は避けられず，パスは軍の支持も確保しており，各地の反乱を乗り切れる可能性が強いとして
ワシントンを説得している。そして，軍に対してパスの立憲政府を今後も支持し続けるように「静
かに口頭で」促す一方，パス政権による「過度の武力行使」の背後に米国があるとの印象をボリビ
ア国民に持たれないよう十分留意するようにとの訓令を確保している［Field 2014: 146, 175―177］。
　しかし，1964年夏の時点でジョンソン政権にとってボリビアの政治的安定以上に重要であった
のが，キューバ革命の封じ込め強化であった。既に見たようにブラジル軍事政権が成立後直ちに
キューバとの断交に踏み切り，それまでのグラール政権によるキューバ革命擁護の立場から一転し
て米国の緊密なパートナーとしてキューバ孤立化を強力に働きかける側に回る中で，パス政権は窮
地に陥る。別稿でも検討したように，パス大統領は，カストロ政権を強く支持する国内の左派を刺
激しないために，またキューバ自体がラテンアメリカでの左翼ゲリラ支援の矛先を自らの政権に向
けるのを避けるためにも，米国が強力に推し進めるキューバ孤立化政策に抗ってきたのである［上
村 2018a: 23―24］。パス大統領は，ヘンダーソン大使にこうした国内政治上の深刻な問題点を強く
訴えていた12）。しかし，こうしたボリビアの対応は，多額の経済援助を受けている国として米国に
とって容認できないものであり，ジョンソン政権は，1964年 7月末の OAS外相会議に向けて各国
への働きかけを強化して対キューバ断交決議を成立させると，依然として国交断絶に踏み切らない
チリとともにボリビアへの圧力を強めた。8月初めにチリが断交に踏み切るとボリビアの孤立化は
否めず，パス政権は，8月 13日に米国の圧力に屈する形で決議への賛成を決めたのであった。対
キューバ断交は，国内での政治的孤立を深めるパス政権にとって，フィールドによれば，最後の「民
族主義の衣」を脱ぎ捨てたことを意味し，キューバから対米従属を強く非難されただけでなく，国
内の左派，特に PCBを始めとする共産主義者らもパス政権との「紳士協定」に見切りをつけ，他
の反対派とともに政権への全面的反対へと向かうのである［Field 2014: 160; Wright 1990: 65］。
10．1964 年 11月の軍事クーデタとパス政権の崩壊
　1964年 11月 4日のパス政権崩壊に直接つながるボリビア国内の騒乱は，9月 1日の教員組合の
ストライキから始まった。主に中間層の低所得層の教員からなる教員組合連盟は，ボリビア最大の
労働組織であり，教員の社会的地位の高さもあって政治的に大きな影響力を持ち，革命後も賃上げ
をめぐって度々MNR政権と対立してきた13）。この時も賃金引き上げをめぐる交渉のもつれから全
国的なストライキに突入したのであった。しかし，この教員ストは，パス政権への反発を強めてい
12）Tel 120 from Henderson to SS, July 25, 1964, Bolivia, Vol.2, 7/64―11/64, Box 7, Country File-Latin America, NSF, 
LBJL. 米国による働きかけに関しては，例えば以下を参照。Sayer to Bundy, July 23, 1964, Doc 22, USDS 2004, 
https://history.state.gov/historicaldocuments/frus1964-68v31/d22: 1/13/2018.
13）パスに代わって政権を握るバリエントス軍事政権も鉱山労働者の統制には軍事力の威圧によって成功する一方で，
教員組合の制御には多大の困難を経験するのである［Malloy and Gamara 1988: 29］。
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た国民各層の不満の爆発の発火点となり，次々と抗議行動が開始され，政府の治安部隊とデモ隊と
の対立がエスカレートし，全国各地で暴力的な対決が繰り広げられることになる。まず労働組合連
合と学生組織が数日後に教員ストへの支持を表明してラパスで大規模なデモを行ったが，パス政権
はこれに対して大学を閉鎖するとともに，政治的集会への取り締まり強化を開始した。更に 9月 6
日にはシグロベインテ鉱山の労働者たちも教員組合への同調ストを開始し，FSTMBも全国的な部
分的ストライキに突入した。一方，地方都市でも学生たちの暴力的なデモが開始され，9月 16日
にはコチャバンバのボリビア・アメリカ文化センターが学生たちの襲撃を受けるなど全国的に騒乱
が拡大するに至る。パス政権は，9月 20日に戒厳令を施行し，当初，治安警察と政府支持のインディ
オ農民の民兵組織に頼っていた政府は軍にも出動を命じる14）。そして，10月下旬にコチャバンバで
再び激しい反対行動が起こると，政府側はデモ隊に対する銃火器の使用を開始し，各地で治安部隊
と学生や労働者のデモ隊との流血の対決が繰り返されるなど，全国的な騒乱状態が続いた。更に鉱
山労働者と政府との武力衝突も本格化し，10月末にはラパスと鉱山地帯を結ぶ主要都市オルーロ
をめぐる攻防戦が軍を含む政府の治安部隊と鉱山労働者の間で戦われるに至るのである［Field 
2014: 166―175; Malloy 1970: 312; Dunkerley 1984: 118―119］。
　国内がこのように内乱に近い状態となる中で，軍首脳は，オバンド参謀長以下，パス政権への忠
誠を表明し続け，政府の出動要請にも一定程度応えていたが，実際には政権掌握のタイミングを窺
い始めていた。既に見たように大統領選をめぐる政治的混迷の中で，MNR内のパス支持の主流派
と農民組合の多くを除いて，パス政権に反対するシレスやレチンらの主要な政治指導者，労働組織，
学生組織，右派政党の FSB，左派の PCB，その他の主要政党等の文民指導者の殆どすべてが軍の
介入による政権の交代を求め始めており，ボリビア軍部は強い政治的圧力の下にあった。逆にもし
軍が行動を起こさずパス政権への支持を貫き，国民的反乱への弾圧を続ければ組織としての政治的
正統性を再び失う恐れがあったのである［Malloy and Gamara 1988: 8; Dunkerley 1984: 118］。更に
軍部内の中堅指導者である若手将校の中には，既に検討したように，パス政権を倒して軍が権力を
掌握し，新たな最高指導者としてバリエントスを担ぎ上げようとする重要な勢力があり，軍首脳部
を突き上げていた。そのバリエントスは，既に大統領選挙戦中から反政府陰謀を画策する文民勢力
との接触を続けただけでなく，副大統領就任後は，パス大統領との個人的な関係の悪化もあって公
にパス政権批判を行うようになっていた。そして，9月以降反政府暴動と政府による弾圧が強まる
中で，バリエントスは，政府による反対運動への武力による鎮圧を批判して戒厳令の撤回を求め，
代わって「ボリビア人民と国民革命とのより身近な関係を実現するための努力」によって反乱の「原
因をなくす」ことをパスに求めたのであった15）。
　実際に軍が動いたのは 10月末であった。軍首脳は，10月下旬から政府側と市民や労働者側との
武力衝突が激化する中で，軍の本格的介入を求めるパスの意向に反して，反政府側との全面的な対
決をできる限り避け，パス政権後の政治的正統性を保とうと努めていた。特に主要鉱山の軍事的制
圧を求めるパスの指示に対しては，準備の遅れ等の様々な理由を挙げて作戦の開始を遅らせていた。
14）こうした学生による反政府行動は，右派の FSBに所属する学生が主導し，左派の学生たちもこれに加わるという
形をとっていた［Dunkerley 1984: 119; Field 2014: 178］。
15）バリエントスの言葉の引用はフィールドによる［Field 2014: 170］。こうした曖昧で詩的とさえ言える言葉をちり
ばめた演説が，ポピュリスト的指導者としてのバリエントスの面目躍如であり，その根強い人気につながっていた
［Dunkerley 1984: 115; Field 2014: 80］。
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これを主導したのは，軍の組織としての一体性の保持を常に重視し，組織人としての手腕を発揮し
てきたオバンド参謀総長であった。そのオバンドとバリエントス，そしてウーゴ・スアレス陸軍総
司令官は，10月 30日の深更に極秘の会談を持ち，パス大統領から「国家を守るための行動」に出
ることに合意したのである。但し，決行の時期は未定であり，右派の FSBや左派の PBC，そして
学生や鉱山労働者らの抗議行動に加わる形での政府転覆はその後の行動を制約することになるとし
て，後継政府の主導権を握れるタイミングを待つこととしたが，その時はすぐやってくる［Field 
2014: 180; Dunkerley 1984: 114―115, 118―119］。
　10月 28日からのオルーロをめぐる攻防戦では，軍は一応パスの命令に従って治安警察及びイン
ディオ民兵部隊と連携してオルーロの奪還には成功するが，鉱山労働者側が大量の労働者民兵を動
員して政府側に圧力をかけると軍はそれ以上の攻勢に出ず，鉱山労働者側とのにらみ合いが続いた。
一方，ラパスでは，政府の治安部隊が大学に立てこもる学生らの排除に成功し，他の主要都市でも
治安警察とインディオ農民民兵を主体とする治安部隊によって学生や労働者らの鎮圧が進むなど，
11月初めの週末の祝祭日に向けて事態は一旦沈静化に向かう。そして，パス政権支持のインディ
オ農民民兵の多くは，祝祭日を祝うためラパスの周囲に広がるアルティプラノの村々へと戻ったの
である。米政府は，10月末に全国各地に武力衝突が広がる中で，既に触れたようにマン国務次官
補主導によって従来のパス政権への強固な支持政策の見直しの動きを見せたが，後継政権の下でも
更なる政治的不安定化は避けられず，共産主義勢力の拡大を招く懸念が大きいとしてパス政権への
支持を再確認していた。しかし，軍首脳の態度も含めて緊迫したボリビア情勢について大使館以外
の視点からも確認するために，国務省米州局チリ・ボリビア課長のウィリアム・デンツァーが急遽
派遣されることとなった［Field 2014: 175―180］。
　デンツァーは，ホワイトハウスからの求めに応じて，10月 28日にボリビア情勢の見通しについ
て NSCスタッフへのブリーフィングを行っていた。デンツァーによれば，目下のボリビアの騒乱
は「抑圧的な政府に対する民衆の反応」と見なすべきであり，学生が大きな役割を果たしていて，
彼らの指導者の多くは「左派的だが容認できる［原文のまま］」ファランヘ党員と共産義者からなっ
ている。騒乱後には 3つの可能性がある。一つはパス大統領による政権維持であり，パスは軍の支
持を確保しているようであり，これが最も可能性の高いシナリオである。2番目は，不安定な状況
を利用した軍による政権掌握であり，その場合の指導者としてはバリエントスの可能性が高いが，
バリエントスは軍部内での支持は必ずしも強くなく，このシナリオ自体蓋然性が高いとは言い難い。
3番目のシナリオは，パスが暗殺されて国内がしばらく混乱し，その後一種の連合政権が成立する
というものだが，この可能性は低い。また共産主義者による政権掌握については，共産党への国民
的支持は限定的で，そもそも軍がそうした事態に強く反対しており，可能性は殆どない。デンツァー
によれば，現在の混乱はほどなく収まってパスがそのまま政権の座に留まる可能性が高いが，それ
以外の場合であってもボリビアが「米国が容認できない」状況になる可能性は極めて低い，という
見通しであった16）。こうした分析も踏まえて，ラスク国務長官は，10月 30日にはジョンソン大統
領との電話会談で，パス政権の存続に自信を示している17）。
16）Memo from Gordon Chase of the NSC Staff to the President’s Special Assistant for NSA (Bundy): “Bolivia,” October 
28, 1964, USDS 2004, https://history.state.gov/historicaldocuments/frus1964-68v31/d150: last accessed 10/24/2017.
17）Telephone conversation #5986, sound recording, LBJ and Dean Rusk, October 30, 1964, Recordings and Transcripts 
of Telephone Conversations and Meetings, LBJL, https://www.discoverlbj.org/item/tel-05986: last accessed 
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　こうした国務省の見通しの甘さはすぐに判明するが，米政府内でも上記のような担当者による極
めて楽観的な分析や国務長官の説明とは対照的に，CIAからは共産主義勢力の動きを強く警戒し，
パス政権の見通しや軍の動向についても悲観的な報告が届いていた。CIAはボリビア軍首脳部の動
きを注意深く追っており，上記のラスク国務長官によるジョンソン大統領への電話ブリーフィング
の直後にラパスで開かれた軍の極秘会談についてもすぐに情報を入手し，ワシントンに送っている
［Field 2014: 180］。この軍の不穏な動きに関する CIA情報を受けて，ヘンダーソン大使は，翌 10
月 31日にロドリゲス国防長官とオバンド参謀総長と「接触」し，軍はパス政権を強固に支持して
いるとの保証を得る一方で，軍からはパスの命じた鉱山地帯の平定作戦は，流血を避けるために心
理的な圧力を徐々に高めながら進めているとの説明を受けた。また軍首脳らは，バリエントスに対
してパスとの関係を修復するように説得したもののうまくいかず，バリエントスはコチャバンバに
戻ってしまった。しかし，軍首脳部としては，バリエントスの動きに従うつもりはないと言明して
いる18）。軍首脳らは，不穏な動きはバリエントス個人と彼を支持する軍部内外の一部の勢力による
ものであり，軍の組織的なものではないとして，前記の CIA情報を否定する形で責任をバリエン
トスに帰したのであった19）。このようにボリビア情勢が緊迫感を増し，急速な展開を見せる中で，
米政府全体として情勢を十分把握していたとは言い難かった20）。
　このように軍の動向をめぐる情報が錯綜する中で派遣されたデンツァーは，ボリビア情勢が一旦
鎮静化したかに見えた 11月 2日に，ヘンダーソン大使とともにまずパス大統領と面会し，情勢認
識と今後の見通しについて話し合った。パスは，オルーロ周辺の鉱山地帯以外の反政府運動は鎮圧
されたとして，政府による治安維持の成果を強調した。パスによれば，今回の騒動は，バリエント
ス副大統領が公然と政府の方針に背く中で生じた政治的不安定に，共産主義者の学生が便乗して国
民を扇動したことがそもそもの原因であると，共産主義の問題が強調された。パスは 10月末から
の反政府闘争等の高まりの中で，ヘンダーソン大使に対して繰り返し軍部の不服従を非難してきた
が，この特使との会見では，自らの政権維持能力に関する弱みを示すことになる軍部の動向や意図
に関して詳しい意見交換はなされなかった。その後の会談はこの喫緊の最重要問題ではなく，今回
の騒乱の長期的原因の一つであり，それまでは両国間の主要問題であったトライアンギュラー計画
1/29/2018.
18）Tel 464 from Henderson to DS (Discussion with the Military High Command), Pol 23―9 Bolivia, Box 1924, Central 
Foreign Policy Files 1964―66, NA.
19）10月 30日の会談に関する CIAの極秘情報は，特定は難しいが，恐らくはバリエントス自身によって友人のフォッ
クス駐在武官を通じてもたらされたものであろう。その真偽については二つの可能性があり，一つはバリエントス
が偽情報を流し，軍首脳部が事実を述べていたというものであり，もう一つは，バリエントスの情報は正しく，軍
首脳部は米政府がクーデタに反対する中で，バリエントスを隠れ蓑にしてクーデタ計画を進めたというものである。
これらの点に関しては明確な証拠はなく，フィールドもはっきりした解釈を示していないが，後で見るようにその
後の展開からすれば，後者の可能性が高いと考えられる。
20）フィールドによれば，バリエントスは，友人でもあるフォックス米大使館付武官に対して，10月 29日にパスと
は完全に決別し，軍も 1週間以内にパス政権の打倒に動くと述べており，これは大使館と CIAからそれぞれワシ
ントンに報告されている［Field 2014: 172―173］。しかし，バリエントスのそれまでの言動からも軍の動向を確認す
る必要もあるとして，デンツァーが派遣されることになったのである。米政府は，10月 30日の軍首脳の秘密会合
の内容についても直ちに情報を得ており，この点についても改めて確認する必要があったのである［Field 2014: 
172―173, 180］。
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の実施をめぐる「鉱山改革」を中心にボリビア側の一層の努力について議論が費やされた。そもそ
も会談の冒頭からデンツァーは，パスに対して訪問の目的について緊急事態に対する特使としての
派遣ではなく，国務省の地域担当官による通常の視察という公式の説明を行っていた。米側もボリ
ビア側も特使派遣の本来の目的がパス政権の存続自体に関する突っ込んだ意見交換ということは十
分に意識していたはずであるが，この点には双方とも殆ど触れることなく会見は終わったのであ
る21）。
　デンツァーとヘンダーソンは，パスとの会見後，更にロドリゲス国防長官，オバンド参謀総長等
の軍首脳ともパスの許可を得て会見したが，これも緊急会合という形ではなく，通常の軍と大使館
との意見交換という体裁をとって行われた。この会見では，まずボリビア軍によるシビック・アク
ションを通じた開発への貢献について触れられた後，米側から「米政府は，現在の状況下で非立憲
的手段による現行政府転覆に反対」の旨再表明がなされ，ボリビア軍側からは「軍の政府への忠誠
の再表明」とともに軍側の「軍事的必要性［軍事援助］」について発言があった。デンツァーは，
パス及び軍首脳との二つの会談に関する国務省宛の短い報告の最後に，「当面は，［元来］不安定な
この国で［政治的］不安定と反政府行動が引き続き顕在化するであろうが，パスは最近の騒擾を予
備の勢力を使うことなくしかるべき形で抑えており，予見しうる将来にわたって同様の行動を取る
意思と能力を備えていると思われる」と結論付けている22）。
　本来は極めて重要であるべき米特使と窮地に立つ大統領，そしてその大統領を放逐する構えに
あった軍部それぞれとの緊急の会談が，このように表面的・形式的な形で終わったことにはいくつ
かの説明が可能であろう。一つは，米側はこの直後の軍の動きを察知していたため，ないしそうし
た動きを容認ないし期待していたため敢てクーデタの問題について詳しく触れなかったという可能
性がある。これはボリビア軍によるクーデタの背後には米政府があったという一種の「陰謀説」で
あり，年初のブラジルでの軍事クーデタおよびそれまで米政府がラテンアメリカでの各種のクーデ
タ等で果たしてきた役割から，当時からボリビア国内だけでなく海外でも広く信じられ，極めて当
然のことと考えられていた解釈である23）。後で改めて詳しく検討するが，この点に関してはフィー
ルドの研究が米側およびボリビア側双方の政府文書およびインタビューによる丹念な調査に基づい
て，ジョンソン政権はパス政権への支持を最後まで続けた点を明らかにしている［Field 2014: 191―
194］。この説明が正しいとすれば，米政府の関係者は，パスとともに情勢の一時的沈静化の中で，
軍による行動の可能性が低くなったと見ていたため突っ込んだ話し合いが行われなかった，という
解釈も可能であろう。そもそも国務省の課長級の官吏が他国の大統領に表敬訪問以外で会って米国
の代表として重要案件に関して協議すること自体が，たとえ米国とボリビアという極めて不対称な
関係であったとしても，外交儀礼に反した行為であり，公式にはこのような形式的な会見という形
とならざるを得かなったという側面もあろう。更に米側が状況を極めて深刻に捉え，もし本気でボ
21）Tel 468 from Henderson to DS (Discussion with Paz), November 2, 1964, Political 23―9 Bolivia, Box 1924, Central 
Foreign Policy Files 1964―66, NA.
22）Tel 468 from Henderson to DS, November 2, 1964.
23）CIAの報告によれば，事件直後のラテンアメリカ向けのモスクワ放送もボリビアのクーデタにおいて，ペンタゴ
ンと CIAの関与と奨励の下で「極右指導者」バリエントスが「民族解放運動」と学生・労働者等の「進歩勢力」
を打倒したと報じていた。“Pentagon, CIA Behind Events in Bolivia,” November 5, 1964, General CIA Records, 
CREST, https://www.cia.gov/library/readingroom/docs/CIA-RDP75-00149R000100270010-4.pdf: last accessed 
12/24/2017.
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リビア軍にパス政権の転覆をやめさせるつもりであったならば，国務省の一介の課長ではなく，国
務長官ないし，パナマの場合のように実力者であるマン国務次官補を本格的な特使として緊急に派
遣し，軍事援助の削減等も示唆しながら軍に圧力をかけることも可能であったろう24）。しかし，そ
もそもジョンソン政権の「マン・ドクトリン」の下では，このような「内政干渉」はまさに避ける
べきことであり，「干渉」が必要となる唯一の基準である「共産主義勢力」による政権掌握という
可能性が担当官によってゼロと判断されたことからも，実際にはありそうもないことであった。結
論的に言えば，この特使の派遣は，ボリビア情勢の急速な展開の中で，米政府が明確な情勢認識と
見通しを持てずにいたことをはしなくも示していたと言えよう。
　ボリビア軍部は，この米特使との会談直後に直ちに行動を起こす。パス政権倒壊に至る一連の動
きは，バリエントスを支持する若手将校らによって開始された。まず 3月にバリエントスを副大統
領とするようパス大統領に軍の要求を突き付けた委員会のメンバーであったキロガ大佐やアルグエ
ルダス少佐を中心とするグループは，11月 2日夜半にオバンド参謀総長を訪ねて決起を強く迫った。
オバンドを除く当事者たちとのインタビューに基づくフィールドの研究によれば，何事にも慎重な
オバンドは，このタイミングでの蜂起に疑問を呈したが，既に各部隊において蜂起の準備はできて
おり，オバンドの命令を待つのみであると迫られ，結局，若手将校らの要請に従ったとされる。翌
11月 3日早朝には参謀本部の部隊がまず反乱を宣言し，オバンド参謀総長とスアレス陸軍司令官
を幽閉したと発表した。この奇妙な発表は，オバンド自身の求めによってなされたとされるが，こ
の時点までオバンドは，前夜からの鉱山地帯での軍の不穏な動きを問いただすパスに対して釈明に
努めていたのである25）。その後，バリエントスを一貫して支持してきたコチャバンバの部隊が直ち
に蜂起し，軍の反乱は各地に広がりを見せ始める。パスは，ラジオで国民に対してバリエントスが
共産主義勢力と結んで蜂起に及んだと非難し，軍に対しては治安の維持を求め，民兵部隊に対して
は革命の防衛を訴えた。これに対して，バリエントスは，コチャバンバからのラジオ放送で，パス
の大統領辞任と自らの副大統領辞任，そして自分の参加しない（オバンド主導）の暫定軍事政権の
樹立を訴えた。一方で，パスは軍部首脳に対してバリエントスとパスとの「二股をかけている」と
して，10月 30日の軍首脳の秘密会談に関してオバンドを問いただし，一旦は軍首脳部の忠誠を確
認したのであった。オバンドら軍首脳は，かつてボリビア正規軍が 1952年の革命の際にMNR党
員や鉱山労働者を主体とする革命勢力との本格的な戦闘において，軍部内の足並みの乱れもあって
敗北し，MNR革命政権の樹立を許したという事態を経験しており，クーデタの失敗も想定して極
めて慎重な対応に終始していたと言えよう。しかし，軍の反乱が更に広がる一方で，パスが期待し
たインディオ農民民兵が革命とパス政権防衛のため大挙してラパスに集結するという事態は起こら
ず，コチャバンバ，サンタクルス，ポトシ，オルーロ等の殆どの主要地方政府がバリエントスない
し軍への支持を表明するに至って，ついにパスは辞任を決断し，11月 4日にペルーに亡命する。
24）ジョンソンは，既に触れたように 1964年 1月の暴動以降のパナマの状況を深刻に捉えて，直ちにマンを特使とし
て派遣し，その後の解決への道筋を付けた［Dallek 1998: 91―97; Allcock 2014: 1040―1041］。
25）1964年の時点でのオバンドを含む ボリビア軍首脳の多くは，1952年革命時に中堅幹部であり，MNR革命政権に
よる軍の大規模な縮小と改革が進む中で，ケネディ政権が推進したシビック・アクションに先んじて「革命のため
の軍隊」としてボリビアの民生と開発への協力を推進することで生き延びてきた世代である。その後の米国による
軍事援助と軍事訓練が本格化する中で軍人としてのキャリアを積んできた当時の若手将校らの世代と違って，
MNR革命政権に対する忠誠心はより強く，特に軍部の再建に尽力したパスを高く評価していた［Field 2014: 237; 
Dunkerley 1984: 114―115］。
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そして，バリエントスとオバンドを首班とする暫定軍事政権が成立するのである26）。
　このようなパス政権崩壊に向けての一連の事態の展開からは，既に触れたボリビア軍によるクー
デタの背後には米政府があったという「陰謀説」の根拠は極めて薄いと言えよう27）。ここで一つカ
ギになるのが，バリエントスの友人でもあるフォックス米大使館駐在空軍武官の存在である。パス
は，政権追放後の 1968年のワシントン・ポスト紙の記者とのインタビューにおいて，「政権奪取の
背後にはフォックスがいた」と述べており，記者は「ボリビアで政治に関心のある人物でこれに異
を唱えるものを見つけるのは難しい」と結論付けている［Field 2014: 192］。確かにフォックスの役
割に関して，フォックス自身にも聞き取り調査を行ったフィールドによれば，当時の CIAラパス
駐在代表であったスターンフィールドは，フォックスとバリエントスの友人関係はボリビアで公然
の事実であり，フォックスの背後には米政府があり，そこからバリエントスのクーデタの背後にも
米政府があると人々は信じていた。それがクーデタへの強い抵抗を抑え，流血の事態を防いだと述
べ，更に当時のボリビア政治おけるフォックスの存在は大きく，軍事クーデタを「教唆」したのは
疑いないと強調している。バリエントスだけでなく，若手将校らもフォックスに度々接触し，既に
触れたようにクーデタの計画についても事前に漏らし，それをフォックスが米政府に報告するとい
う展開を招いていた。当然，バリエントスや若手将校らは，フォックスが米政府に計画を伝え，強
力な反対を招かなかったことからも米政府の支持があると考えていた可能性が強い。しかし，フォッ
クス自身もスターンフィールドもパス政権支持の堅持が米政府の公式の政策であることは十分わき
まえており，フォックス自身の証言によれば，バリエントスらにクーデタ計画を進めるようにとも
26）この間の経緯について詳しくは，以下を参照。Tel 468 from Henderson to DS (Discussion with Paz), November 2, 
1964, Bolivia 1964 Rebellion Coups, Folder: Pol 23―9, Box 1924, Central Foreign Policy Files, 1964―66, NA; Tel 478 
from Henderson to DS (Revolt spreading), November 3, 1964, Bolivia 1964 Rebellion Coups, Folder: Political 23―9, 
Box 1924, Central Foreign Policy Files, 1964―66, NA; Tel. 481 from Henderson to DS (Talk with Paz, Barrientos 
problem), November 3, 1964, Bolivia 1964 Rebellion Coups, Folder: Political 23―9, Box 1924, Central Foreign Policy 
Files, 1964―66, NA; Tel. 484 from Henderson to DS (Country in revolt), November 3, 1964, Bolivia 1964 Rebellion 
Coups, Folder: Political 23―9, Box 1924, Central Foreign Policy Files, 1964―66, NA; Tel Circular 836 from DS to all ARA 
Diplomatic Posts, November 4, 1964, Bolivia-US 1/1/64, Folder: Political-Political Affairs & Relations, Box 1924, 
Central Foreign Policy Files, 1964―66, NA; MC by Mann (Assistant Secretary of State), Ambassador Enrique Sanches 
de Lozada, Williams (Deputy director, ARA), Johnston (ARA): “Bolivia’s Current Situation,” November 6, 1964, 
Bolivia-US 1/1/64, Folder: Political-Political Affairs & Relations, Box 1924, Central Foreign Policy Files, 1964―66, NA. 
また文献に関しては，以下を参照。［Malloy 1970: 312―13; Field 2014: 184―88; Dunkerley 1984: 118―19］．
27）近年の研究は，両国の政府文書の詳細な調査や関係者への聞き取り調査等に基づいて「陰謀論」を否定している。
最近の研究の中では，リーマンが，1967年にゲバラ軍掃討に当たったプラド＝サルモン大尉が著作の中で「ペン
タゴンがクーデタ計画に青信号を出した」と述べていることをボリビア軍関係者の証言の一つとして引用し，そし
て根拠のない噂が多いとしながらもフォックスのバリエントスへの影響の大きさを強調し，米政府の一定の「関与」
をほのめかしているが，確定的な証拠は示していない。それに対して，当時の米軍とボリビア軍との関係を詳細に
検討したロバート・カークランドは，米政府がバリエントスにクーデタを促した事実はないと明確に否定している。
特にフィールドの著書は，本件に関する現在まで最も詳細な調査に基づく最新の研究として，「陰謀論」に説得的
な反駁を加えている。またジェームズ・シークマイヤーも外交文書の詳細の調査の結果，米政府がバリエントスに
対して軍事クーデタに「青信号」を出した証拠はないと結論付けている［Prado Salmón 1987: 24; Lehman 1999: 151―
152; Kirkland 2003; Siekmeier 2011: 100; Field 2014: 191―194］。
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やめるようにとも言っておらず，実行に及べば自分にできる範囲内で手助けをするとして，ヘンダー
ソン大使の説得にも努めたがかなわなったという。またスターンフィールドは，ヘンダーソン大使
は強固なパス支持者であり，それが米政府の政策であって，フォックスも自分も個人的には望まし
いと考えていなかったパス支持という政策を遂行するよう求められていたと証言している［Field 
2014: 182, 192―193］。
　こうした 1964年 11月のボリビアでの軍事クーデタにおける米政府の関与ないし「不関与」は，
1954年のグアテマラのアルベンス革命政権を CIAの秘密工作によって転覆した事例とも，1961年
のピッグス湾事件においてやはり CIAの秘密工作を通じてキューバのカストロ革命政権の打倒を
試みた事態とも異なっていた。米政府首脳は，秘密工作を含めてパス政権に対する敵対的な政策を
画策していなかっただけでなく，むしろ軍部内や情報機関の慎重論にもかかわらず最後までパス政
権支持を貫いたのである28）。しかし，その一方，ボリビア軍部に対して制裁をかざしてまで軍事クー
デタをやめさせようとはしなかった。これは，既に指摘した米政府の情勢判断の不確かさに加えて，
そうした「介入」の効果のなさを痛感していたマン国務次官補とそのマンを信頼するジョンソン大
統領の下ではいわば自然な選択でもあった。そして，この「不介入」の恐らく最も大きな要因は，
軍事クーデタをめぐるボリビアでの一連の事態において「共産主義の脅威」が基本的に存在してい
なかったことであろう。この点は，前稿で検討した 1964年 1月のブラジルの軍事クーデタへの対
応とは対照的であり，ブラジルの場合は，グラール改革にともなう政治的不安定化と共産主義勢力
拡大への懸念から「マン・ドクトリン」の基準に基づいて「不介入」ではなく「介入」を選択し，
ブラジル軍部を積極的に支援したのである［上村 2018b：1―12］。
　このようにボリビアの 1964年の軍事クーデタと革命政権の崩壊は，米国が推進した政策ではな
く，基本的にはボリビアの革命政治の論理の帰結として起こったものである。しかし，一方で，こ
れがボリビア革命に対する米国の長期にわたる「介入」とは全く無関係に起こったとも言えない。
クーデタは，1960年以降，キューバ革命の影響により国内左派の動きが活発化する中で，フィー
ルドが強調するように，第二次パス政権が「権威主義的開発主義」の傾向を強めながらひたすら経
済発展路線を突き進んだことの帰結であり，そうした政府に対して鉱山労働者を中心に国内の反発
が強まり，国内政治が極度に不安定化したことが軍の蜂起の直接的な要因である。しかし，そもそ
もこうした不安定化の引き金となった政府と鉱山労働者との厳しい対立は，米国の「進歩のための
同盟」下のトライアンギュラー計画の実施とそれに基づく本格的「鉱山改革」が直接の契機となっ
ている。ローレンス・ホワイトヘッドが指摘するように，米国による「介入」として重要なものは，
軍事クーデタ支援というような直接的で「悪意に満ちた陰謀」だけでなく，むしろこのボリビアの
場合のように，「クーデタに先立つ 3～ 4年にわたって政治的な性格を強めてきたアメリカの圧力
―明瞭に意識していたか否かは別として，クーデタのための条件を作り出すのを助けた圧力」といっ
た形の間接的，中長期的かつ構造的な「介入」であると言えよう29）。そもそも 1953年のアイゼンハ
ワー政権の援助決定以来，米国が続けてきたボリビアへの大規模な経済援助，そしてその後 1950
年代末に本格化する軍事援助は，ボリビア革命の方向をコントロールしようとした米国の広い意味
での「介入」であった。更には 1943年のビジャロエル政権への不承認政策に始まるボリビアの革
28）グアテマラの事例については，［Immerman 1982; Gleijeses 1991］を参照。キューバ革命とピッグス湾事件につい
ては，［Wyden 1979; Higgins 1987］を参照。
29）引用は，［Whitehead 1969: 25］から。［Field 2014: 193］も参照。
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命的状況そのものへの「介入」以来，米国と革命ボリビアとの関係を規定してきたのであり，1964
年の軍事クーデタによるMNR革命政権の崩壊は，そうした長期にわたる米国による「介入」の一
つの重要な帰結であった。この点に関しては，結論部分で改めて論じることとする30）。以下，バリ
エントス政権成立直後の状況に関してMNR革命政権との違いも視野に簡潔に検討し，更にボリビ
ア革命の評価に関わる問題の一つとして，1967年のチェ・ゲバラによるボリビアからのラテンア
メリカ革命の試みとその挫折についても簡単に触れておきたい。
11．バリエントス政権の成立と「ボリビア革命の復興」
　ボリビア軍部は，政権側からの大きな抵抗もなく短期間にクーデタに成功し，11月 4日にオバ
ンド参謀総長とバリエントス副大統領を共同代表とする臨時軍事政権（Junta）の成立を宣言する。
しかし，11月 5日にラパスの大統領官邸前に集まった民衆の歓呼に応えようと二人がバルコニー
から現れた際に，オバンドに対して強い反発の声が発せられると，オバンドはすぐに中に引きさが
り，翌日には新政権の指導者の地位をバリエントスに委ねる。オバンドは，軍の最高指導者として
自ら本来得意とする組織としての軍の掌握と発展に徹することになる［Dunkerley 1984: 121; Field 
2014: 189―190］31）。バリエントスは，自らが 1952年国民革命の真の継承者であり，革命を本来ある
べき姿に戻すとして「革命の復興」，「革命の中の革命」を唱えて革命の擁護と継続を訴え，そのカ
リスマ的な魅力によって国民との一体性を強調していく。バリエントス政権は軍事政権としては，
同時期のブラジル軍事政権や 1966年以降のアルゼンチンの軍事政権とは異なり，軍が組織として
国家の政治・経済・社会のすべてにわたって全権を掌握し，「国家安全保障ドクトリン」等の組織
体としてのイデオロギーに基づいて反対派に対する組織的で徹底的な弾圧を行うのではなく，バリ
エントスの個性を反映した独裁的支配という性格が強かった［Dunkerley 1984: 120―121; Lehman 
1999: 152―153］32）。
30）パス政権への国民的な反発の高まりの要因の一つとして，パスの強権的支配の強まりだけでなく，長期にわたる
米国の「介入」への反発とそうした米国への依存政策を推し進めるパス政権への反発というナショナリズムの側面
もあった。この点に関しても結論部分で改めて触れることとする。
31）但し，軍事政権内でのバリエントスの権力基盤は当初不安定で，実質的にはオバンドとの共同統治ないし役割分
担が続くことになる。そして，「鉱山改革」の推進に伴って鉱山労働者との厳しい対立が再び本格化すると，1965
年 5月からは再び両者の共同支配体制に正式に戻り，更に 1966年に入るとバリエントスが夏の大統領選挙に専念
するためにオバンドに政府首班を委ねることになる。そして，同年 8月の選挙でバリエントスが圧勝すると，その
後は高い国民的支持を背景にバリエントスの独裁的支配体制が強まっていく。しかし，バリエントスが 1969年 4
月の航空機事故で急死すると，文民であるアドルフォ・シレス＝サリーナス（シレス元大統領の義理の弟）の短期
間の政権を挟んで，同年 9月にはオバンドが大統領として再び政権に復帰することになる［Dunkerley 1984: 121; 
Lehman 1999: 158］。
32）ダンカレーによれば，同時代の南米の軍事政権と対照的なバリエントス政権のこうした特徴は，ボリビア軍の組
織的「未熟さ」を反映していたという。ボリビア軍部は，1950年代末からの急速な発達にもかかわらず，近隣諸
国の軍事組織の持つ「専門集団としての力量」を欠いており，自らの「政治プロジェクト」を生み出し，実現する
までに至っておらず，バリエントス政権期を通して軍部内ではバリエントスの「カウディーリョ主義」とオバンド
らの「制度派」との主導権争いが続き，バリエントス政権は 1970年代の軍事政権の「制度化」が進む時期への過
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　バリエントスは，当初の市民や政党，労働組合等による同床異夢とも言える広汎な反パス連合が
次第に分裂傾向を強めていく中で，軍事政権としての性格を強め，鉱山労働組合を中心に反対派へ
の弾圧を激化させていくが，その一方で，ポピュリスト指導者として国民の支持の確保に腐心し，
選挙による政権の正統性の確立にもこだわった。特にインディオ農民の支持の確保は政権にとって
極めて重要で，副大統領時代から続く軍とインディオ農民との提携を 1966年には「軍・農民協約」
として正式に締結し，同年 8月の大統領選挙での勝利の原動力としている［Lehman 1999: 153; 
Hylton and Thompson 2007: 83］33）。一方，バリエントス政権は，鉱山労働者に対しても当初協調の
姿勢を示したが，パス政権の時と同様に米国等からトライアンギュラー計画にもとづく「鉱山改革」
の着実な実行を強く迫られたこともあって，軍事力を背景に鉱山への直接的な介入を強め，鉱山労
働者との流血の対決と弾圧が続くことになる34）。但し，1964年 11月の軍事政権の成立直後は，バ
リエントスは鉱山の武装解除にまでは踏み切れず，鉱山労働者との一種の「武装した休戦状態」が
続いた。その中で，政府は，まず 1965年初めにボリビア鉱山公社（COMIBOL）に現職軍人を総
裁として送り込むなど経営陣の刷新に着手する。しかし，COMIBOL経営側と FSTMB側との「鉱
山改革」をめぐる深刻な対立が続き，5月に入るとレチンもバリエントス新政権がパスと同様の反
労働政策を行っているとしていると強く非難するに至るのである［Dunkerley 1984: 122; Malloy 
and Gamara 1988: 9］。
　バリエントス政権は，労働への締付けの一環としてレチンに対する非難キャンペーンを開始し，
コカイン密売への関与疑惑や国際共産主義と結んだ政府転覆の陰謀を企んだ疑いなどによってレチ
ンを 5月 15日に国外追放に処した。これに対して，労働組合連合「ボリビア労働中央（COB）」
はゼネストを呼びかけたが，政府は，鉱山労働者，教員，工場労働者，建設労働者等の主要組合間
の利害対立に付け込んでストライキ破りに成功するとともに，5月 17日の政令によってすべての
労働組合指導者の権限を剥奪し，その後も一連の労働条例を発布し，労働運動への統制を強めるの
である。こうした中で一部の鉱山では「自由地区」が宣言され，パトロールの兵士を人質に取るな
どの事件が発生したが，政府は，鉱山地帯を軍事作戦地域と宣言し，軍を投入して鉱山労働者との
戦闘の末に各鉱山を軍事占領下において民兵らの武装解除を行った。またラパスなどの都市部でも
鉱山労働者を支援する労働者の動きがあったが，これらも軍によってすべて鎮圧され，鉱山地帯は，
遂に軍の統制下に置かれた。バリエントスは，6月 1日には更に一連の政令を発布して，COBを
解散して主要組合と政党との関係を禁止して御用組合化を図るとともに，賃金の無期限の凍結に踏
み切った。特に鉱山労働組合に対しては，トライアンギュラー計画に従って，大幅な賃金カットと
「余剰労働者」の削減，そして鉱山売店への補助金をすべて廃止し，鉱山労働者に厳しい経済的負
担を強いただけでなく，ボリビア労働運動にとって 1952年革命の最大の成果の一つとも言える「労
働者による管理（control politico）」の完全撤廃を断行したのである。こうした軍事政権によるトラ
渡期でもあったとされる［Dunkerley 1984: 120―121］。
33）「インディオ農民」と見なされる人々は，1964年の時点で人口のおよそ 60％を占めていた［Maloy and Gamara 
1988: 19］。
34）そもそも軍事政権の成立は，左派から右派に及ぶ幅広い民衆の反乱の結果であり，パス政権の倒壊に中心的な政
治的役割を果たした鉱山労働者を含む労働組合や左派の存在は無視できないものであった。オバンドもレチンに対
して，政権成立当初，臨時軍事権はレチンの PRINを含む文民政党と協力して統治を行うつもりだと述べており，
またバリエントスもクーデタ以前から共産党を含む左派勢力との交流があり，当初左派からも身近なアドバイザー
がいた［Field 2014: 190］。
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イアンギュラー「改革」の完全実施によって，COMIBOLは，折からの錫の国際価格の上昇もあっ
て国有化後初めて経営収支が黒字となったのである［Thorn 1970: 200; Malloy and Gamara 1988: 9―
14］。
　こうしたバリエントス政権の成立に対して，ジョンソン政権は，「マン・ドクトリン」に基づい
て軍事クーデタそのものへの反対はしなかったものの，パスが危機を乗り切るとの想定に反する展
開であったこと，そして，国家指導者としてのバリエントスへの不安もあって，グラール大統領の
追放後直ちに新政権を承認したブラジルの場合とは異なり，外交承認まではひと月余りの時間を要
した。特にバリエントスが以前から自らの助言者として多くの左派を抱えていたことや，軍事政権
の成立自体に左派が大きな役割を果たしたこともあり，政権の行方を慎重に見守っていたのである。
米側，特に米軍部は，新政権の舵取りをポピュリスト的指導者として予想外の行動を取る可能性の
あるバリエントスより堅実な組織人であるオバンドに期待していたとされるが，バリエントスが対
米関係の重視を強調し，左派の顧問らを周辺から退けるに至って，国務省は，12月 3日にジョン
ソン大統領に対して外交的承認を要請する［Dunkerley 1984: 115; Hylton and Thompson 2007: 84; 
Field 2014: 190］。国務省が挙げた理由としては，バリエントス政権が国内秩序と立憲的自由を回復
し，選挙の実施を約束するとともに，「共産主義勢力の影響を排除」し，キューバやチェコスロバ
キアとの外交関係を復活させない旨誓っており，もし米国との外交関係の回復が遅れれば共産主義
の影響力拡大や政治的混乱が予想されるというものであった35）。ジョンソン政権は，外交的承認と
ともにボリビアに対する経済及び軍事援助を再開し，トライアンギュラー計画を軸にボリビアの経
済発展に向けてケネディ政権以来の大規模な経済援助を続けるとともに，更なる「鉱山改革」の推
進を求めていく。既に触れたバリエントス政権による鉱山労働者への強力な締付けは，まさにこう
した米国の意向を受けてのものであった［Siekmeier 2011: 100―101］。
　バリエントス政権は，その後，インディオ農民の支持確保に努める一方で，労働者への締付けを
強め，特に鉱山労働者に対しては流血の弾圧も繰り返されるが，1966年 8月の大統領選挙ではイ
ンディオ農民層の広範な支持を背景に 62％の得票率を実現し，政権の「正統性」を誇示したのであっ
た。経済的にもバリエントス政権は，1960年以降のパス政権を引き継ぐ形で経済成長の促進を高
く掲げ，政権 5年間の成長率は 6.2％となる一方，ボリビア経済に慢性的に見られたインフレは年
率 5％に留まった［Lehman 1999: 153］。皮肉なことに経済発展路線を突き進んで強い国民的反発に
あって軍に政権を追われたMNR革命政権，特にパス政権の政策の果実をバリエントスが収穫する
ことになったのである［Malloy 1970: 310; Thorn 1970: 200］。政治的に見ると，バリエントスによ
る「革命の復興」のスローガンの下で，MNR革命政権の崩壊とパス政権からバリエントス政権へ
の移行において特に重要な変化は，ダンカレーによれば，革命政権を支える主要セクターの「取り
込みと取り引き」というMNR政権を支えた仕組みの行き詰まりから，軍事力による直接の強制へ
35）Memo from Acting Secretary of State Harriman to President Johnson: “Recognition of New Bolivian Government,” 
December 3, 1964, USDS 2004, https://history.state.gov/historicaldocuments/frus1964-68v31/d152: last accessed 
10/24/2017. 米政府は，バリエントスとオバンドとの関係が緊張をはらんだものであり，両者は常に対立に向かう
可能性があると見ており，そうした対立によって軍自体が分裂し，「反共主義的安定」を脅かすような事態を避け
るよう大使館に最大限の努力を行うよう求め，両者と親しい国務省関係者を 5月 28日にボリビアへに派遣するこ
とを決めている。Editorial Note 155, FRUS, 1964―68, XXXI,  https://history.state.gov/historicaldocuments/frus1964-
68v31/d155:10/24/2017. ジェームズ・マロイとエドアルド・ガマラによれば，オバンドは自らの大統領への野心を
持ち，バリエントスはそれを強く警戒していた［Malloy and Gamara 1988: 22］。
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の転換であったが，これはパス第二次政権（1960―64年），第三次政権（1964年）を経て段階的に
進行していた。それに伴って，米政府内においてボリビアの「監督者」としての役割が国務省から
国防省へと大きく移行したのであった［Dunkerley 2014: 122］。こうした米国との軍事協力の「成果」
を象徴的に示したのが，軍事クーデタ後のボリビアを拠点にラテンアメリカ革命の実現を目指した
エルネスト・チェ・ゲバラによるゲリラ活動の挫折であった。
12．チェ・ゲバラによるラテンアメリカ革命の挫折とボリビア革命
　ゲバラによるボリビア遠征の決断には，キューバによる対外的革命支援の行き詰まりと対ソ関係，
そしてゲバラとカストロとの関係等の一連の複雑な背景があった。カストロは，既に見たように中
米・カリブ地域を中心に「革命の輸出」を精力的に目指してきたが，各地のゲリラ活動は期待され
た成果をあげず，革命支援が行き詰まる一方で，米国による経済制裁等の締付けが強化され，ボリ
ビアやブラジルを含め米州内で反共軍事政権が次々と成立し，キューバの孤立化が進展する。そう
した中で，キューバ革命の防衛と第三世界の反帝国主義闘争の支援のために革命的「国際主義」が
改めて強く推進されるのである。特に 1965年のジョンソン政権によるベトナムへの本格介入開始
とカリブ海の隣国ドミニカ共和国の左派政権に対する大規模な軍事介入を背景として，カストロは，
1966年 1月にハバナでアジア，アフリカ，ラテンアメリカから反米・反帝国主義的進歩勢力の結
集を図って「3大陸人民連帯会議」を開催して OSPAAL（アジア・アフリカ・ラテンアメリカ人民
連帯機構）を設立し，更に 1967年 7月にはラテンアメリカ革命の推進のために各国の革命・ゲリ
ラ勢力をハバナに集めて OLAS（ラテンアメリカ連帯機構）を設立する。ゲバラが 3大陸人民連帯
会議に送った「二つ，三つ，多くのベトナムを作り出す」というキューバ革命の使命に関する著名
なメッセージはレトリックに留まらず，キューバがラテンアメリカだけでなく第三世界各地の革命
運動とゲリラ勢力への支援の強化を図るとともに，ゲバラ自身が実際にラテンアメリカで大陸大の
革命実現を目指し，その出発点としてボリビアでのゲリラ活動を開始するのである［Szulc 1968: 
672; Wright 1991: 88; Deutschmann 2003: 358］36）。
　こうしたキューバ革命をめぐる国際的な状況に加え，ゲバラのボリビア行きは，革命政権成立後
のゲバラのキューバ革命での立ち位置とカストロとの関係にもかかわっていた。ゲバラは，革命政
権で工業相や中央銀行総裁等の要職を歴任するが，統治者としての役割になじめず，革命家として
の活動への復帰の念を募らせ，まずは建国後の動乱の余波が続く旧ベルギー領コンゴに 1965年に
「解放人民軍（EPL）」支援のためキューバ人部隊を率いて介入する37）。この試みは失敗して撤退を
余儀なくされるが，ゲバラは，米国との平和共存路線を歩み，東欧共産主義政権への支配を強め，
ラテンアメリカの共産党に対しても武力闘争を戒めるソ連への批判を続けた。そのため革命キュー
バが安全保障と経済の両面でソ連への依存を強める中で政府内で孤立を深め，盟友であるカストロ
とキューバ革命のために自らが貢献できる道は，カストロの意を呈して海外での革命運動の拡大に
尽力することだとの確信から，長年の念願であるラテンアメリカ革命の実現へと次なる道に進み，
36）本メッセージの原文は，［Guebara 2003: 171, 175］を参照。
37）ゲバラのコンゴ遠征に関しては，1959年の革命開始以来のキューバのアフリカ介入を丹念に追ったピエロ・グリ
ヘイシスの［Gleijeses 2002］を参照。
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ボリビア遠征に向かったのである［Wright 1991: 88; Harris 2007: 87］。
　ゲバラのボリビアでのゲリラ活動に関しては，既に数多くの著作が書かれ，その諸側面に関して
様々な解釈が示されているが，本稿の趣旨からこうした点については先行研究に譲り，ここではボ
リビアおよびボリビア革命にとってゲバラ遠征とその挫折の持つ意味を中心に最後に少し検討して
おきたい38）。ゲバラは，キューバ革命の成功をモデルとしたいわゆる「フォコ理論」に基づいて，
農村を拠点にボリビアに新たな革命の狼煙をあげ，それを梃子に隣接するペルーや母国アルゼンチ
ン，更には南米全体へと反米帝国主義の革命運動を広げようとしていた。しかし，米国は，まさに
こうした革命勢力に対抗して軍事政権等への強力な梃入れを図っており，米軍による組織的・集中
的な対ゲリラ戦の訓練を受けてきたボリビア政府軍によってゲバラの望みは絶たれるのであった。
ゲバラの敗因については，「フォコ理論」の限界やゲリラの活動地域の選択の「誤り」，都市部のボ
リビア共産党との提携の失敗等の戦略・戦術・政治面での様々な問題点が指摘されているが，最も
基本的な原因の一つは，ボリビアのインディオ農民がゲバラらのゲリラ活動に全く共感を示さず，
逆に政府側に積極的に情報提供等で協力したことであった。ゲバラのゲリラ部隊は外国人の侵入軍
と見なされ，インディオ農民を最後まで味方にすることができなかったのである。ゲバラらは，軍
部が革命政権を倒して強権支配を行うボリビアこそ新たな革命の可能性や機運を生み出すのに適し
た場所と考えたが，ボリビア革命の下での農地改革によって農地を得た農民たちは，皮肉にもその
革命政権を倒した軍事政権の味方をしたのである。またバリエントス自身も既に見てきたように，
インディオ農民の支持を取り付けるべくことのほか心を砕いていたのであった。むしろバリエント
ス政権の厳しい弾圧の標的となった鉱山労働者の方にこそゲバラのゲリラ軍との連帯の機運があっ
たかもしれないが，政権側は先手を打ってゲバラ軍への掃討作戦と並行して鉱山地帯の軍事占領を
強化し，両者の協働の道を絶ったのである。そして，米軍の訓練によって見違えるように強化され
たボリビア軍特殊部隊がゲバラの精鋭部隊を追い詰め，撃滅し，最後にはゲバラ自身を殺害したの
で あ る［Dunkerley 1984: 134―55; Wright 1991: 87―94; Lehman 1999: 152―57; Siekmeier 2011: 103―
21］39）。
　このゲバラ軍への勝利は，対外戦争での敗北の歴史を重ねてきたボリビア軍にとって殆ど初めて
とも言える外国軍，それも伝説的なゲバラのゲリラ部隊への勝利であった40）。ボリビア国民の間に
は一時的に国民的プライドの高揚と国軍およびバリエントスへの評価の高まりが見られた。しかし，
米軍による大きな支援があってこその勝利であった点や，憔悴し，負傷して降伏したゲバラを軍最
高司令部の命令によって殺害した事実等が明らかになるにつれ，軍への評価は低落するのであ
る41）。一方，この勝利に自信を深めた米軍は，引き続き農村部の開発を推進する民生部門と密接に
38）ボリビア遠征を含むゲバラの革命家としての生涯と活動及びその評価に関しては，［Castañeda 1997］，［Anderson 
1997］，［Lehman 1999］，［Hobsbawm 1999］，［Harris 2007］，［Siekmeier 2011］を参照。邦語文献に関しては，［ド
ブレ 1988］，［三好 2014］，［伊高 2015］，［平山 2016］，［後藤 2016］，［広瀬 2018］を参照。
39）ゲバラ軍を追い詰めて殲滅したボリビア軍特殊部隊を率いたゲリ・プラド＝サルモン大尉（当時）自身による対
ゲバラ軍事作戦の詳細については，［Prado Salmón 1987」を参照。
40）「南米で最も無能な軍の一つ」とされていたボリビア軍がゲバラを打ち負かし殺害したとのボリビア政府による
1967年 10月 9日の発表は，当初「大きな疑念」をもって迎えられた。その後，真実が明らかになると，「二流の
軍による敗北という現実」は，ゲバラのゲリラ革命の後を追おうとしていた「信奉者たちを困惑させ，その多くに
［ゲリラ闘争の開始を］思いとどまらせた」とされる［Prado Salmón 1987: xi-xii］。
41）Malloy and Gamara, Revolution and Reaction, p.26.
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協力しながらラテンアメリカ各国軍への支援を強化し，事実上農村部からの革命を不可能なものと
して「フォコ戦略」を破綻させる。この後ラテンアメリカでの反政府武装闘争は都市部へと追い詰
められ，1970年代の都市ゲリラによる絶望的なテロ活動へと向かうのである。ラテンアメリカに
おけるこうした農村闘争から都市闘争への転換において，ゲバラのボリビアでのゲリラ闘争の敗北
はいわば分水嶺であり，その背景にはボリビア革命の影響があったとも言えよう。
13．おわりに
　以上，ボリビア革命政権に対するジョンソン政権の政策を検討してきたが，一つ特徴的なことは，
ボリビア革命の最終局面において，米国はパス政権を最後まで支持し続けたことである。ジョンソ
ン政権は，ボリビア国内の政治的混迷が深まる中で，国軍が 1964年にクーデタによる政権掌握を
目指した際にボリビア軍のクーデタの動きを抑制し，革命政権を最後まで擁護しようとした。これ
は，1954年のグアテマラのアルベンス革命政権を CIAの秘密工作によって転覆した事例とも，
1961年のピッグス湾事件においてやはり CIAの秘密工作を通じてキューバのカストロ革命政権の
打倒を試みた事例，更には 1964年初めのブラジルでのグラール改革政権に対する軍のクーデタへ
の積極的支持や奨励，そして同時期の他の南米諸国での軍事クーデタに対する支援とも異なってい
た。ジョンソン政権は，秘密工作を含めてパス政権に対する敵対的な政策を画策しなかっただけで
なく，むしろ米軍内や情報機関の慎重論にもかかわらず最後までパス政権支持を貫いたのである。
これは当時の米政策においては極めて異例の対応であり，その背景には，1964年に入ってからボ
リビア国内の政治的混乱が拡大し，特に 10月には内乱に近い状態になったにもかかわらず，ジョ
ンソン政権は基本的にパスの治安維持能力を信頼し，1952年の革命勃発直後と異なって軍という
別の選択肢があるにもかかわらず，改革と経済発展，そして反共主義の三つを兼ね備えたものとし
てのパス政権への期待が揺らぎながらも続いていたことがある。この点に関しては，フィールドは，
既に見たようにスターンフィールド CIAボリビア駐在代表やフォックス米大使館駐在武官の証言
を引用しながら，強力な親パス派である現地のヘンダーソン大使の影響を強調している［Field 
2014: 192―93］。しかし，そうした大使の判断にワシントンが異を唱えなかったことからも，より長
期的な文脈で重要なのは，1952年革命勃発時のパス新政権に対する極めて否定的な見方とは対照
的に，12年間のボリビア革命との曲折に満ちた関係を経て，パス指導下の革命政権に対する一定
の信頼感が米政府の中で根付いていたということであり，まさに隔世の感があると言えよう。しか
し，一方で，ジョンソン政権としては，ボリビア軍部に対して強い圧力を加えてまで軍事クーデタ
をやめさせようとはしなかった。これは，既に指摘した米政府の情勢判断の不確かさに加えて，そ
うした「介入」の効果のなさを痛感していた政権のラテンアメリカ政策の司令塔マン国務次官補と
そのマンを信頼するジョンソン大統領の下では自然な選択でもあった。そして，この「不介入」の
恐らく最も大きな要因は，軍事クーデタをめぐるボリビアでの一連の事態において「共産主義の脅
威」が基本的に存在していなかったことであろう。
　ボリビア革命政権の終末におけるジョンソン政権のこうした対応からは，ケネディ政権以来の「リ
ベラル」な政策の目玉とも言える「進歩のための同盟」において，民主化・社会改革・開発援助の
三本柱に不可欠の一部として反共主義に基づく治安対策が加わっていたことが明らかである。そう
した軍事援助と「リベラル」な経済援助という組み合わせは，「進歩のための同盟」を通じて両政
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権期を通じてラテンアメリカに広く実施され，ボリビア革命はそれを集約的に示していた事例と言
えよう。むろん「進歩のための同盟」自体は，ジョンソン政権下で市場経済重視と反共軍事援助と
いう点をより強調するようになるが，本文中で分析してきたように，これは，ケネディ政権の「進
歩のための同盟」政策が本来持っていた論理からの逸脱ではなく，むしろその延長線上にあった。
アイゼンハワー・ケネディ・ジョンソンの歴代政権によって育成されてきたボリビア国軍は，ジョ
ンソン政権の意思に反してパス政権を倒したのである。これはまさに米国の長年の政策の結果であ
り，実際にバリエントス軍事政権が国内情勢の把握に成功すると，ジョンソン政権も「マン・ドク
トリン」に基づき短期間に承認して経済的・軍事的支援を再開し，バリエントス政権もトライアン
ギュラー計画を中心に米国の経済的自由主義に基づく政策と治安対策および反共主義において対米
協力を積極的に推進していくのである。
　その後，1964年のブラジルの軍事クーデタに続く形で，多くのラテンアメリカ諸国で「官僚主
義的権威主義」体制の下で軍による厳しい統治下に経済発展が目指され，ボリビアでもバリエント
スの政権以降，次第に同様の体制が構築されていく42）。現在に至るまでボリビアの低開発の問題は，
多くの途上国と同様に完全な解決には至っていないが，開発と自立及びより公正で民主的な国民社
会の実現を目指したMNR革命の目標は依然として妥当であり，様々な問題を抱えながらも 1952
年から 1964年の間にこうした問題の解決に向けての一定の基盤を形成したことも確かであろう。
皮肉なことに，軍事政権下のボリビアにおける革命運動の再生によって「フォコ」としてラテンア
メリカ革命の出発点としようとしたゲバラの試みの挫折は，経済援助と軍事援助を巧みに組み合わ
せた米国の政策の「効果」を示すとともに，1952年ボリビア革命の「成果」を示すものであっ
た43）。
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要　　旨
　米国は，米ソ冷戦の文脈の中で，1953年にボリビア革命政権への緊急経済援助を開始し，1964年
の革命政権の倒壊まで大規模な経済援助を続ける。本稿は，米国による革命政権支援という特異な政
策の背景とそのアメリカ外交における普遍的意味を解明するための一環として，ボリビア革命の最終
段階のジョンソン政権に焦点を当てた論考の第 2部である。ジョンソン政権は，1964年にボリビア
政治の極度の混乱の中での軍による権力奪取の過程で最後まで革命政権を支持し，軍のクーデタの抑
制を試みたが，これは，ボリビア軍の再建・強化が米国の支援によって行われたことの皮肉な結果で
あった。その後の革命家チェ・ゲバラが 1967年に南米革命の拠点としてボリビアでの蜂起に失敗し
た経緯とその意味についても検討し，ボリビア革命とアメリカの援助・「介入」政策の意味を考察する。
